
（単位：千円）

Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他

 1,341,548 - -  1,331,748 1,028,197 303,551 - 9,800 - 

1 単 通常事
業

休業要請事
業者経営継
続支援事業

①県と協調し、休業要請等に応じた中小法人・個人事業
主の事業継続を支援
②中小法人・個人事業主への支援金
③兵庫県に対する委託金110,059千円（本市内の中小法
人等に係る支援金額（概算）※の１／３相当額）
※　県内の支援金総額（申請数見込：約29,000件、単価：
40千円～60千円）を、H28経済センサスによる県内中小
事業者数の割合で按分して算出。
④県内全域の、飲食店・遊興施設のうち食品衛生法上の
飲食店営業許可又は喫茶店営業許可を受けている飲食
店で、兵庫県の時短要請に応じて令和3年2月8日から3
月7日まで継続して時短営業に協力した事業者

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 110,059 110,059 110,059 - - 
R2補正（地・協力
要請推進枠の地
方負担分に限る）

2 単 通常事
業

職員採用事
業

①採用試験をテストセンター方式へ変更することで接触
機会を減らす
②テストセンター受験に要する費用
③委託料（採用試験をテストセンター方式へ変更）4,840
千円
④採用試験受験者

－ － － － － － ①-Ⅱ-１．雇
用の維持

①３密対策 R3.4 R4.3 4,840 4,840 4,840 - - R3当初（地）

3 単 通常事
業

職員福利厚
生事業

①市民の感染不安の軽減及び職場のクラスター対策
②職員の新型コロナウイル検査に係る費用
③検査手数料20千円、検査負担金80千円
④職員

－ － － － － －

①-Ⅰ-２．検
査体制の強化
と感染の早期

発見

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 100 100 100 - - R3当初（地）

4 単
通常事

業
90

緊急経済対
策市内店舗
応援事業

①キャッシュレス決済利用時にプレミアムポイントを付与
するキャンペーンを実施することで、感染症拡大により落
ち込んだ消費を喚起し、市内店舗を支援する。
②還元ポイントに対応する負担金及び周知等の委託料
③委託料（制度周知）　4,000千円
　負担金（還元ポイント分）360,000千円
　うち、R２予算分330,449千円
④市民、市内対象店舗

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

③キャッシュレ
ス

R3.4 R4.3 330,449 330,449 330,449 - - R3当初（地）

5 単
通常事

業
90

緊急経済対
策市内店舗
応援事業

①キャッシュレス決済利用時にプレミアムポイントを付与
するキャンペーンを実施することで、感染症拡大により落
ち込んだ消費を喚起し、市内店舗を支援する。
②還元ポイントに対応する負担金及び周知等の委託料
③委託料（制度周知）　4,000千円
　負担金（還元ポイント分）360,000千円
　うち、R３予算分33,551千円
④市民、市内対象店舗

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

③キャッシュレ
ス

R3.4 R4.3 33,551 33,551 33,551 - - R3当初（地）

6 単 通常事
業

106
新生児特別
定額給付金
給付事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受ける家計への
支援として、国の定額給付金の基準日以降に出生した新
生児に対し市独自に給付金を支給することで、子育て家
庭への経済的支援と、子供の健やかな成長を支援する。
※令和２年度からの継続事業（R2計画書№23）
対象者がR3.3.31までに出生した子の世帯のため、出生
届提出後の支給となり、支給時期が令和３年度となるも
の。
②新生児への給付金および支給に要する事務費
③通信運搬費（郵便料）17千円
　 使用料及び賃借料（複写機使用料）4千円
　 扶助費　190人×100千円
④R2.4.28～R3.3.31に出生した子の世帯

－ － － － ○ －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 19,021 19,021 19,021 - - R3当初（地）

7 単
通常事

業
106

妊婦応援タク
シー料金助成
事業

①妊婦の感染症罹患リスクを軽減するため、検診や出産
時の医療機関等へのタクシー移動に利用できるクーポン
券（一人10,000円分）を配布する
②クーポン券配布に要する各種費用
③消耗品費（用紙・事務用品）　9千円
　印刷製本費（クーポン券）　50千円
　扶助費（タクシー利用料）  8,120千円
　R2交付分　2,000人×10,000円×40％×0.4＝3,200千
円
　R3交付分  2,050人×10,000円×40％×0.6＝4,920千
円
※対象者の40％利用を想定
④市内在住者でR2.10.1以降に出産した方及びR2.10.1～
R4.3.31までに妊娠の届け出をされた方

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保

㉑いずれも該
当しない

R3.4 R4.3 8,179 8,179 8,179 - - R3当初（地）

8 単 通常事
業

常備消防一
般管理事業

①市民の感染不安の軽減及び職場のクラスター対策
②寝具カバー賃借料
③使用料及び賃借料　1,437千円
④消防職員

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R3.4 R4.3 1,437 1,437 1,437 - - R3当初（地）

9 単
通常事

業
102

スクール・サ
ポート・スタッ
フ配置事業

①学校教育活動において、３密を避けるための環境づく
りなど、感染症対策の強化により、教師等の業務をサ
ポートし、教師が子どもの学びの保障に注力できるように
する。
②スクール・サポート・スタッフ報酬
③会計年度任用職員報酬（40校分）　32,579千円
④児童・生徒、教師

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 32,579 32,579 32,579 - - R3当初（地）

10 単
通常事

業
28

図書館に要す
る一般的経費

①対面での貸出によるリスクを避けることができるよう自
動貸出機を整備する。
②自動貸出機及びICタグの整備係る費用
③ICタグ装着費　26,891千円
　 システム保守委託料　1,035千円
　 機器賃借料　3,145千円
④図書館利用者

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.4 R4.3 31,071 31,071 31,071 - - R3当初（地）

11 単
通常事

業
103

情報教育推
進事業

①臨時休業等に左右されない学習環境の整備を図る
②端末を利用した学習に係る通信費、委託料、使用料
③通信運搬費（端末回線使用料）327円/月×22,542台
×7ヶ月
　 通信運搬費（中学校インターネット回線整備）
　　　英語教室：286,000円×12校
　　　図書室　 ：176,000円×12校
　　　職員室　 ：176,000円× 5校
　 委託料（障害対応等）4,840千円
　 使用料（学習コンテンツ）79,948千円
④小・中学校および養護学校

－ － － － － －

①-Ⅰ-８．学
校の臨時休業
等を円滑に進
めるための環

境整備

⑨教育 R3.4 R4.3 142,811 142,811 142,811 - - R3当初（地）

令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画
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第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分

合計

事業
終期



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助
額

交付金関
連事業費

Ｄ'
国のR2予算分
（交付限度額
①、②、事業者
支援分（市町

村））

Ｄ''
国のR3予算分
（交付限度額
③、④、事業者
支援分（都道府

県））

起債予
定額

その他
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第
５
回
追
加
事
業

補
助
・
単
独

事
業
の
区
分

事
例
集
事
例
番
号

特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

12 単
通常事

業

常備消防に要
する職員給与
費

①新型コロナウイルス感染症の患者を搬送した場合、及
び新型コロナウイルス感染症の汚染疑いのある車両の
消毒作業を行った場合について、従事した職員に特殊勤
務手当を支給する
②職員手当（特殊勤務手当）
③特殊勤務手当（搬送）4,000円×635人
　　　　　　　　　　（消毒）500円×364人
④消防職員、新型コロナウイルス感染症の患者等に対
応した職員

－ － － － ○ －
①-Ⅱ-１．雇

用の維持
㉑いずれも該

当しない
R3.4 R4.3 2,722 2,722 2,722 - - R3当初（地）

13 単
通常事

業

新型コロナウ
イルス予防接
種事業

①高齢者のワクチン接種を推進するため、65歳以上の市
民に対し乗車又は降車のいずれかが接種会場となるタク
シー利用に係る助成券を交付するとともに、タクシー協会
の協力により交通体制を整える。
②タクシー利用助成費用
③補助金　11,805千円
　 扶助費  30,176枚（延べ枚数）×500円
④ワクチン接種を受ける高齢者

－ － － － － －

②-Ⅰ-３．ワ
クチン接種体
制の整備、治
療薬の開発等

⑩医療 R3.4 R4.3 26,893 26,893 26,893 - - R3補正（地）

14 単 通常事
業

12 防災及び災
害関係事業

①コロナ禍における自然災害への備えとして、福祉避難
所の更なる確保を推進するため、入所者と避難者の動線
分離等を行うための改修費の一部を支援する。
②福祉避難所の施設改修費に係る補助金
③補助金　3,100千円×2施設＝6,200千円
④新たに福祉避難所となる民間社会福祉施設又は受入
れ定員を15人以上増やす民間社会福祉施設

－ － － － － －

②-Ⅰ-１．医
療提供体制の
確保と医療機
関等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 6,200 3,100 3,100 - 3,100 R3補正（地）

15 単
通常事

業
12

債権管理事
業

①督促状の納付手続きをインターネット上で行えるように
し、接触機会の減少を図る。
②システム導入に係る委託料
③委託料（システム改修）　5,863千円
　 委託料（OCR読取対応） 1,768千円
④市民

－ － － － － －

①-Ⅳ-３．リ
モート化等に
よるデジタル・
トランスフォー
メーションの

加速

④行政IT化 R3.6 R4.3 7,631 7,631 7,631 - - R3補正（地）

16 単 通常事
業

休業要請事
業者経営継
続支援事業

①県と協調し、休業要請等に応じた中小法人・個人事業
主の事業継続を支援
②中小法人・個人事業主への支援金
③兵庫県に対する委託金68,971千円（本市内の中小法
人等に係る支援金額（概算）※の１／３相当額）
※　県内の支援金総額（申請数見込：約28,000件、単価：
25千円～200千円）を、R3.1.12～R3.2.17の申請店舗数で
按分して算出。
④県内全域の、飲食店・遊興施設のうち食品衛生法上の
飲食店営業許可又は喫茶店営業許可を受けている飲食
店で、兵庫県の時短要請に応じて①令和3年4月1日から
4月21日②4月22日から4月24日まで継続して時短営業に
協力した事業者

○ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.6 R4.3 68,971 68,971 68,971 - - R3補正（地）

17 単
通常事

業
商店街ポイン
トシール事業

①商店街で集めたポイントシールを次回買い物券として
利用できるようにすることで、感染症拡大により落ち込ん
だ消費を喚起し、市内店舗を支援する。
②次回買い物券分に係る補助金
③補助金　10,050千円
④市民、市内対象店舗

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

⑲商品券・旅
行券

R3.6 R4.3 10,050 3,350 3,350 - 6,700 R3補正（地）

18 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

町内会等活
動支援環境
整備補助事
業

　基本的対処方針（令和３年９月９日変更）38ページ目
　業種別ガイドライン②集会場、公会堂
　「公民館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガ
イドライン」2ページ目
　「２．感染防止のための基本的な考え方」に沿った対策
を講じる町内会等を支援する。

①町内会等が実施する集会施設における感染症対策や
接触機会を減らすための情報機器等の活用に対して、経
費の一部を負担することで、安全かつ効率的に地域活動
に取り組める環境整備を行う。
②町内会や施設の運営協議会に対する補助金、負担金
③補助金　200千円×320団体＝64,000千円
　　　　　　　100千円×13施設＝1,300千円
　 負担金　200千円×13団体＝2,600千円
   消耗品、郵便料等の事務費　318千円
④町内会、施設運営協議会

－ － － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 68,218 68,218 68,218 - - R3補正（地）

19 〇 単
通常事

業

市内店舗応
援かこがわ特
産品プレゼン
ト補助事業

①市内の異なる３店舗以上で購入したレシート合計
10,000円（税込）を一口として応募すると市の特産品が当
たるキャンペーンを実施することで、感染症拡大により落
ち込んだ消費を喚起し、市内店舗を支援する。
②事業実施に係る経費に対する補助金
③補助金30,000千円
　内訳：特産品の購入費 2,500名分（15,500千円）
　　　　 人件費、印刷費、通信費等の事務費14,500千円
④市民、市内対象店舗

－ － － － － －
①-Ⅲ-２．地

域経済の活性
化

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 30,000 30,000 30,000 
 応募総数
25,000通

 広報紙、市
HP、商工会
議所HP、新
聞折込（各紙
朝刊）、フ
リーペーパー
折込、新聞
記事下広告

R3補正（地）

20 〇 単 通常事
業

102
修学旅行キャ
ンセル料等負
担軽減事業

①新型コロナウイルス感染症により、予定していた修学
旅行を中止・変更等することとなった場合について、その
キャンセル費用等を補助し、保護者の経済的な負担を軽
減する。
②旅行をキャンセル・行先変更した場合のキャンセル料
や企画費
③補助金　746千円
④小学校6年生、中学校3年生、養護学校生を有する世
帯

－ － － － － －

①-Ⅱ-４．生
活に困ってい
る世帯や個人

への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.9 R4.3 746 746 746 
 補助対象者
への補助金
支給率

 新聞、補助
対象者への
窓口となる学
校への周知

R3補正（地）

21 〇 単
通常事

業
36

防災及び災
害関係事業

①感染症対策に配慮した避難所運営を行うことを目的
に、避難所となる小中学校に避難者の居住スペースを確
保するための間仕切りを購入する。
②間仕切り購入費
③小学校：162,800円×28校＝4,558,400円
　 中学校：312,800円×12校＝3,753,600円
④避難者

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R3.12 R4.3 8,312 8,312 8,312 

 避難者の感
染対策に配
慮した避難
所運営を行
う。（県ガイド
ラインに沿っ
た居住空間
の面積を確
保する。）

 出前講座
避難所運営
マニュアルへ
の掲載によ
る啓発

R3補正（地）

22 〇 単
通常事

業
資源物収集
事業

①町内会等が行う集団回収運動が自粛されたことで、
紙・衣類の収集量が増加し、既存契約の範囲を超過する
部分が発生したことへの対応。
②増加した資源ごみを収集・運搬する委託料
③委託料（収集・運搬業務）　3,900千円
④市民、委託事業者

－ － － － － －
②-Ⅱ-９．家
計の暮らしと
民需の下支え

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.3 3,900 3,900 3,900 

 既存契約の
範囲を超過
する量の紙・
衣類につい
て、収集・運
搬を行う

 「ごみ・資源
物収集日程
表」（チラシ）
や市HP

R3補正（地）

23 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

指定管理施
設協力金支
給事業

①市の方針に基づき臨時休館等やキャンセル料未徴収
を実施した指定管理者を支援するため、協力金を支給す
る（市民会館外17施設）
②施設の規模や区分に応じて金額を設定し、指定管理
料へ追加して対応する（施設毎に追加する）
③委託料（休業等協力金分を増額）　30,060千円
④指定管理者

○ ○ － ○ － －
①-Ⅱ-２．資
金繰り対策

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.3 30,060 30,060 30,060 

 指定管理施
設の円滑な
管理運営に
寄与した。

 予算書 R3補正（地）
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特定事業
者等支援

所
管

事業の概要（①②③④を必ず明記）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

①休業要
請協力金

②事業者
への給付

金

③事業者
への家賃
支援

交付対象事
業の名称

個人を対
象とした
給付金等

基金
経済対策と
の関係

交付対象事業
の区分

（地域未来構
想20との該当

関係）

事業
始期 総事業費 補助対

象事業
費

補助対
象外経
費

成果目標
（可能な限
り定量的指
標を設定）

地域住民へ
の周知方法
（HP,広報紙

など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

備考②
（事業の終期が令和
４年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

予算区分
事業
終期

24 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

市内事業者
一時支援金
交付事業

①国制度の一時支援金、月次支援金又は県制度の酒類
販売事業者支援金の給付決定を受けた中小法人・個人
事業者に対し、上乗せで補助金を交付することで、事業
継続を支援する。
②事業者に対する補助金、支給に係る事務費
③補助金：100千円×800事業者＝80,000千円
　 印刷費、郵送料等の事務費145千円
④①に記載の国又は県制度の給付決定を受けている事
業者

－ ○ － － － －

①-Ⅱ-３．事
業継続に困っ
ている中小・

小規模事業者
等への支援

㉑いずれも該
当しない

R3.12 R4.3 80,145 80,145 80,145  申請者数
800者

 広報紙、市
HP、国制度
の登録確認
機関に対し
リーフレットを
郵送

R3補正（地）

25 〇 単

事業者
支援(①
事業者
支援)

24 公共交通補
助事業

①兵庫県において実施される、地域公共交通新型コロナ
ウイルス対応型運行への支援及びタクシー事業者感染
防止対策支援に対して随伴で補助を行うことで、新型コ
ロナウイルスの影響を受けている交通事業者の支援を
行う。
②交通事業者への補助金
③地域公共交通：619千円×2ヶ月＝1,238千円
　 タクシー：7千円×243台（市内該当台数）＝1,701千円
④交通事業者

－ ○ － － － －

①-Ⅲ-１．観
光・運輸業、
飲食業、イベ
ント・エンター
テインメント事
業等に対する

支援

①３密対策 R3.12 R4.3 2,939 2,939 2,939  公共交通の
維持

 バス事業
者・タクシー
事業者に対
して個別に周
知

R3補正（地）

26 〇 単

事業者
支援(②
感染症
対策強

化)

12 児童クラブ運
営事業

　基本的対処方針（令和３年11月19日変更）32ページ目
　5）③「厚生労働省は、保育所や放課後児童クラブ等に
ついて、感染防止策の徹底を行いつつ、原則開所するこ
とを要請する。」に基づき、感染防止策を行うための物品
を購入する。

①全国的にクラスターが発生している児童クラブにおい
て、より一層の感染症対策、クラスター防止を行うために
飛沫防止パネルや非接触温度計等の物品を購入する。
②児童クラブの感染症対策に係る物品購入費
③飛沫防止パネル：20千円×110セット＝2,200千円
　 非接触温度計：13千円×164個＝2,132千円
　 除菌剤、ペーパータオル等6,332千円

－ － － － － －
①-Ⅰ-１．マ
スク・消毒液

等の確保
①３密対策 R3.12 R4.3 10,664 10,664 10,664 

 より一層の
感染防止策
を徹底し、新
型コロナウ
イルス感染
症の感染防
止及び感染
拡大防止に
つなげる

 HP、児童ク
ラブでの掲示

R3補正（地）

27 〇 単 通常事
業

子育て世帯へ
の臨時特別
給付金給付
事業

①新型コロナウイルス感染症の影響を受ける子育て世
帯への支援として、国が定めた給付金の所得制限を超
過する世帯に対しても同様に給付金を支給することで、
子育て家庭への経済的支援と、子供の健やかな成長を
支援する。
②子育て世帯への給付金
③扶助費　2,700人×100千円
④0歳から高校３年生までの子どもがいる世帯のうち、国
の給付金の所得制限を超過している世帯

－ － － － ○ －
③-Ⅰ-５．生
活・暮らしへ

の支援

㉑いずれも該
当しない

R4.1 R4.3 270,000 270,000 270,000  給付率
100％

 広報誌や市
HP、全対象
者に通知を
送付

R3補正（地）


